
再商品化製品
利用事業者

公益財団法人
日本容器包装リサイクル協会

消 費 者
【分別排出】

市 町 村
【分別収集】

1,565（1,564）

再商品化事業者

特定事業者【再商品化義務】
80,588社(80,827社）

●容器包装
を分別収集

●分別収集物の引渡し

122万㌧(123万㌧)
●再商品化製品の販売

94万㌧(95万㌧)

●容器包装のついた
商品の販売

●商品を消費した後の
容器包装を分別排出

●有償入札分
88億円(57億円)

●有償入札拠出金
80億円(54億円)

●再商品化実施委託料●拠出委託料
25億円(16億円)

●市町村負担分
（小規模事業者分）
5億円(４億円)

●経費支出 23億円(25億円）
＜うち租税公課 5億円(7億円)＞

●再商品化費用(逆有償分)

374億円(348億円)

383億円(364億円)

●引取契約
・覚書

●選定

●入札

●再商品化実施契約

●再商品化
委託契約

●合理化拠出金
25億円(16億円)

※（ ）内は前年度

平成29年度の再商品化実績


